


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



山形県勢の発展につきましては、日頃より特段の御高配を賜り、厚くお礼申し

上げます。 

現在わが国が直面する人口減少は、国家の基盤を危うくする重大な問題であり、

その克服には、地方と政府が力を合わせて「地方創生」を実現していく必要があ

ります。 

本県では、昨年１０月に「やまがた創生総合戦略」を策定したところであり、

今年は、より実効性のある取組みを進め、本格的に地方創生を実行していく「や

まがた創生前進の年」であります。「やまがた創生総合戦略」に掲げる施策の実

効性ある展開により、やまがた創生を推進し、将来ビジョンである「自然と文明

が調和した理想郷山形」の実現を図るため、第３次山形県総合発展計画の短期ア

クションプランに掲げる６つの柱に沿って、総合的な少子化対策や「やまがた森

林（モリ）ノミクス」推進などに取り組んでおります。 

また、今年２月に署名が行われたＴＰＰ協定は、本県の基盤産業である農林水

産業を中心に、県民生活や経済活動に大きな影響をもたらすことから、県民の不

安払拭等に向けて、農林水産分野においては基幹品目である稲作の経営安定化対

策や県産農産物の輸出拡大に向けた環境整備、商工分野においては輸出企業育成

のための支援体制の充実や商品開発等の支援が必要であります。 

一方、東日本大震災から５年が経過しましたが、本県には現在も約３千名の避

難者がおられるなど、復興は道半ばにあります。東北地方のインバウンドの推進

や、2020 年東京オリンピック・パラリンピックの様々な効果の東北復興への波及

などによる東北観光の復興等の加速化、本県へ避難されている方々の心のケア、

住宅・生活経済面へのきめ細かな支援充実などが今後とも必要であります。 

本提案は、これら施策の推進や課題解決に向け、県・県議会・市町村・市町村

議会、そして県内経済団体などからなる山形県開発推進協議会が一丸となって、

政府に御対応いただきたい施策や取組み等を取りまとめているものであります。 

ついては、本県の置かれている状況及び課題を御認識いただき、今後の政府の

施策展開及び平成 29 年度の政府予算編成にあたりましては、本提案の実現につい

て、特段の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。 
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